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　　  令和４年度小竹町歳入歳出決算審査意見書

第１　審査の概要
　１　審査の対象
　　  令和４年度小竹町一般会計
　　　令和４年度小竹町国民健康保険特別会計
　  　令和４年度小竹町農業集落排水事業特別会計
　  　令和４年度小竹町公共下水道事業特別会計
　 　 令和４年度小竹町後期高齢者医療特別会計

　２　審査の期間
　　　令和５年７月１４日から令和５年７月２８日まで

第２　審査の結果
　　　町長から審査に付された決算書に基づき、歳入歳出の関係帳簿及び証拠書類を照合審査した結果、決算計数は誤りがなく、各会計の差引残高
　　は町金庫、関係金融機関における預金等の残高と一致していることを確認した。

第３　決算の概要
　１　会計別決算総括表

歳　　　　　入

 翌年度へ繰り越すべき財源 213,000

5,872,753,955  財政調整基金積立 210,000,000

 翌年度へ繰越 90,191,395

 財政調整基金積立　 30,000,000

 翌年度へ繰越 5,806,053

72,946,060  新会計への引継金 1,632,713

451,971,572  新会計への引継金 14,693,447

148,543,567  翌年度へ繰越 78,880

 翌年度へ繰り越すべき財源 213,000

 新会計への引継金 16,326,160

 財政調整基金積立 240,000,000

 翌年度へ繰越 96,076,328

300,404,395

後期高齢者医療特別会計

(単位：円）

国民健康保険特別会計 1,014,513,116 978,707,063 35,806,053

残　　　額　　の　　　措　　　置会 計 区 分 差　　引　　額

437,278,125

148,464,687 78,880

71,313,347

歳　　　　　出

農業集落排水事業特別会計

7,208,112,782

1,632,713

公共下水道事業特別会計

一 般 会 計 5,572,349,560

合 計 7,560,728,270 352,615,488

14,693,447
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　２　予算の執行率
　　　予算執行の比率は次のとおりである。

　(単位：％）

会 計 別 区 分 令和３年度 令和４年度 増　　　減

歳 入 97.1 98.0 0.9

歳 出 92.6 93.0 0.4

歳 入 94.7 91.2 △3.5 

歳 出 82.3 87.9 5.6

歳 入 75.5 98.3 22.8

歳 出 74.7 96.1 21.4

歳 入 97.4 99.4 2.0

歳 出 97.4 96.2 △1.2 

歳 入 97.0 95.8 △1.2 

歳 出 96.8 95.8 △1.0 

　３　財政状況

　一般会計においては、歳入歳出差引額３００，４０４千円の剰余金を計上しているが、翌年度へ繰り越した事業の財源に充当すべき２１３千円が
含まれているため、これを差し引いた３００，１９１千円が実質剰余金となる。前年度の実質収支が２３０，３０２千円であるので、単年度収支は
６９，８８９千円、実質単年度収支についても６９，８８９千円となった。
  国民健康保険特別会計においては、歳入歳出差引額３５，８０６千円の剰余金が生じており、このうち３０，０００千円を国民健康保険財政調整
基金に積立しているが、実質は今後の財政運営及び保健事業等の財源に充てることとなる。
　農業集落排水事業特別会計、公共下水道事業特別会計においては、それぞれ１，６３３千円、１４，６９３千円の剰余金が生じている。これは令
和５年４月１日から下水道事業に地方公営企業法を適用することに伴う新会計への引継金である。
　後期高齢者医療特別会計においては、７９千円の剰余金が生じているが、これは広域連合に対する保険料相当分の負担金に充当すべきものである。

後期高齢者医療特別会計

公共下水道事業特別会計

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

農業集落排水事業特別会計

　　（１）決算の状況



　　（２）一般会計財政運営の状況

　　　　　歳入の概要

　　　　　　総括的に主な歳入の状況をまとめると、次のとおりである。

　　　予 算 現 額　　782,357 千円 　    調    定    額　　 889,924 千円
　　　収 入 済 額 832,244 千円 　    収 入 未 済 額 50,018 千円
　  前年度に対し、１．７％増加しており、歳入総額に占める割合は１４．２％で、内訳は町民税３１３，３５１千円で６．８％増、固定資
　産税４４７，７５３千円で１．６％減、軽自動車税２５，５０７千円で２．１％増、町たばこ税４５，６３３千円で１．２％増である。

　　　予 算 現 額　　2,106,804 千円 　    調    定    額　　2,106,804 千円
　　　収 入 済 額 2,106,804 千円 　    収 入 未 済 額 0 千円
　　前年度に対し、０．２％減少しており、歳入総額に占める割合は３５．９％で、自主財源の乏しい本町にとって財源の基幹をなしている。
　

　　　予 算 現 額　　109,132 千円 　    調    定    額　　 174,229 千円
　　　収 入 済 額 109,562 千円 　    収 入 未 済 額 64,667 千円
　　前年度に対し、３．２％減少しており、歳入総額に占める割合は１．９％である。

　　　予 算 現 額　　807,553 千円 　    調    定    額　　 766,197 千円
　　　収 入 済 額 761,842 千円 　    収 入 未 済 額 4,355 千円
　　前年度に対し、１２．４％減少しており、歳入総額に占める割合は１３．０％である。内訳は、国庫負担金２８３，３９５千円、国庫補
　助金４７３，９７４千円、委託金４，４７３千円となっている。また、収入未済については、繰越事業に係る未収入特定財源が含まれる。
　

　　　予 算 現 額　　285,993 千円 　    調    定    額　　 261,357 千円
　　　収 入 済 額 256,407 千円 　    収 入 未 済 額 4,950 千円
　  前年度に対し、２．９％減少しており、歳入総額に占める割合は４．３％である。内訳は、県負担金１８５，７２８千円、県補助金５０
  ，８４８千円、委託金１９，８３１千円である。また、収入未済については、繰越事業に係る未収入特定財源が含まれる。

    　１７款　　県　支　出　金

　　　　１款　　町　　　　　　　税

　　  １２款　　地　方　交　付　税

    　１５款　　使用料及び手数料

    　１６款　　国　庫　支　出　金
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　　　予 算 現 額　　468,815 千円 　    調    定    額　　 392,712 千円
　　　収 入 済 額 387,712 千円 　    収 入 未 済 額 5,000 千円
　  前年度に対し、５２．５％増加しており、歳入総額に占める割合は６．６％である。内訳の主なものは、ふるさと応援基金繰入金３１６，８
　６１円、農業用施設整備及び自然環境の保全等に関する基金繰入金１６，０６７千円、職員退職手当基金繰入金４９，５３８千円である。

　　　予 算 現 額　　396,651 千円 　    調    定    額　　 396,651 千円
　　　収 入 済 額 396,651 千円 　    収 入 未 済 額 0 千円
　  前年度に対し、６．７％増加しており、歳入総額に占める割合は６．８％である。内訳の主なものは､農林水産業債１０１，８００千円、土
　木債１０６，５００千円、過疎対策債１５５，２００千円である。

　　　予 算 現 額　　1,035,602 千円 　    調    定    額　　1,120,815 千円
　　　収 入 済 額 1,021,532 千円 　    収 入 未 済 額 99,283 千円
　  内訳の主なものは、地方譲与税４１，５９３千円、地方消費税交付金１７４，２２７千円、財産収入２８，２５２千円、寄附金４６４，３７
　５千円、諸収入１２１，２５７千円等である。

　それに起因する返礼品費の増加に伴なう繰入金（対前年比５２．５％）の増加によるところである。
　　本町は歳入全体に対し地方交付税や国県支出金の占める割合が大きく、依存財源を基幹とした財政構造からの脱却は非常に困難であり、厳し
　い収入状況といえる。
　

　    ２０款　　繰　　入　　金

　    ２３款　　町　　　　　債

　    そ　　の　　他

　　今年度の歳入は、前年度比３．９％の増となった。主な要因としては、ふるさと応援寄附金による寄附金の増加（対前年比３８．８％）及び



　　　　　歳出の概要

　　　　総括的に歳入の状況は次のとおりである。　　歳出については、予算の編成及び執行において不備な点はみられなかった。

91,292千円 　 支   出   済   額　 87,324千円
　    決 算 構 成 比 1.6%  執　　 行　　 率 95.7%
　  内訳は、議会関係経費全般である。

1,685,730千円 　 支   出   済   額　 1,544,372千円
　    決 算 構 成 比 27.7%  執　　 行　　 率 91.6%
　　内訳の主なものは、旧庁舎解体実施設計業務委託料６，８９７千円、移住促進事業費補助金１２，２１０千円、各選挙関係経費２０，１８１
　千円等である。

1,675,427千円 　 支   出   済   額　 1,546,784千円
　    決 算 構 成 比 27.8%  執　　 行　　 率 92.3%
　　内訳の主なものは、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金６５，９００千円、国民健康保険特別会計繰出金９６，７６９千円、こど
　も園関係経費２２７，５４５千円、介護保険広域連合負担金１７４，７２２千円、後期高齢者医療広域連合負担金１３７，３２１千円、後期高
　齢者医療特別会計繰出金５０，２１１千円、障害者自立支援給付費３０７，９０４千円、重度障害者医療費２３，５６５千円等である。

571,529千円 　 支   出   済   額　 523,039千円
　    決 算 構 成 比 9.4%  執　　 行　　 率 91.5%
　　内訳の主なものは、町立病院事業特別会計繰出金１１２，２９９千円、新型コロナウイルスワクチン接種体制構築費３６，８０３千円、予防
　接種委託料１４，８８８千円、宮若市外二町じん芥処理施設組合負担金７８，９０８千円、ふくおか県央環境広域施設組合負担金６７，８７６
　千円等である。

6,732千円 　 支   出   済   額　 5,770千円
　    決 算 構 成 比 0.1％  執　　 行　　 率 85.7%
　　内訳の主なものは、宮若・小竹シルバー人材センター運営補助金５，７００千円等である。

　　　予  算  現  額　　
　　　５款　　労　　　働　　　費

　　　１款　　議　　　会　　　費

　　　２款　　総　　　務　　　費

　　　３款　　民　　　生　　　費

　　　４款　　衛　　　生　　　費

　　　予  算  現  額　　

　　　予  算  現  額　　

　　　予  算  現  額　　

　　　予  算  現  額　　
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222,828千円 　 支   出   済   額　 208,848千円
　    決 算 構 成 比 3.7%  執　　 行　　 率 93.7%
　　内訳の主なものは、塩頭溜池浚渫工事請負費１０１，８７１千円、農業集落排水事業特別会計繰出金２３，３０１千円等である。
　

51,867千円 　 支   出   済   額　 42,435千円
　    決 算 構 成 比 0.8%  執　　 行　　 率 81.8%
　　内訳の主なものは、土地借上料１７，１９８千円、地域経済活性化支援事業費補助金１４，９８１千円等である。

702,566千円 　 支   出   済   額　 683,494千円
　    決 算 構 成 比 12.3%  執　　 行　　 率 97.3%
　　内訳の主なものは、南良津川地区内水対策工事請負費７３，６６０千円、権現堂幹線道路舗装工事請負費９８，３８２千円、公共下水道事業
　特別会計繰出金１４９，５８７千円、七福団地住宅環境整備事業部分払金７８，３９０千円等である。

195,120千円 　 支   出   済   額　 190,540千円
　    決 算 構 成 比 3.4%  執　　 行　　 率 97.7%
　　内訳の主なものは、直方鞍手広域市町村圏事務組合消防事業特別会計分担金１５９，８０３千円、地域防災計画及びハザードマップ改定業務
　委託料１１，０００千円等である。

322,383千円 　 支   出   済   額　 286,769千円
　    決 算 構 成 比 5.1%  執　　 行　　 率 89.0%
　　内訳の主なものは、南小学校体育館照明改修事業費７，１２８千円、学習サポーター業務委託料３，４８４千円、校務デジタル化システム機
　器等購入費１３，６４０千円、給食食材費２６，７６７千円等である。

2,000千円 　 支   出   済   額　 0千円
　    決 算 構 成 比 0.0％  執　　 行　　 率 0.0%

　　　予  算  現  額　　

　　　予  算  現  額　　

　　　１０款　　教　　　育　　　費

　　　１１款　　災　害　復　旧　費

　　　予  算  現  額　　

　　　６款　　農  林  水  産  業  費

　　　７款　　商　　　工　　　費

　　　８款　　土　　　木　　　費

　　　９款　　消　　　防　　　費

　　　予  算  現  額　　

　　　予  算  現  額　　

　　　予  算  現  額　　



462,432千円 　 支   出   済   額　 452,975千円
　    決 算 構 成 比 8.1%  執　　 行　　 率 98.0%
　　内訳は、元金償還金４３８，３９２千円、利子償還金１４，５８３千円である。

1千円 　 支   出   済   額　 0千円
　    決 算 構 成 比 0.0%  執　　 行　　 率 0.0%

　一般会計の歳出を性質別にみると、消費的経費３，３２９，３１４千円（全体の５９．８％）、投資的経費４５７，８９４千円（全体の８．２
％）、その他の経費１，７８５，１４２千円（全体の３２.０％）となっている。
　歳出総額は前年度に比べ１８１，９３８千円増加しており、その内訳は、消費的経費１４６，２０１千円の増、投資的経費９，６９３千円の減、
その他の経費４５，４３０千円の増となっている。
　それぞれの経費の内訳を前年度と比較して見ると､消費的経費については､ふるさと納税の返礼品費増を主因として補助費が１５１，５１６千円
の増、塩頭溜池浚渫事業を主因として、維持補修費が１０７，３８３千円の増、前年度の住民税非課税世帯、子育て世帯等に対する臨時特別給付
金が多額であったことにより、扶助費が１０３，２３０千円の減となっている。
　また、投資的経費については、権現堂２号線法面改修事業の完了を主因として、普通建設事業費（災害復旧費を含む）が９，６９３千円の減と
なっている。
　その他の経費については、大規模事業の償還が終了したことにより公債費は５３，３０３千円の減少となっているが、ふるさと応援基金増額を
主因として積立金が５８，７５７千円の増、公共下水道事業特別会計への操出金を主因として、操出金が３９，９７６千円の増となっている。
　財政運営については、次表の「主な財政指標の推移」に示すとおりであるが、経常収支比率が８９．３％となり前年度に比べ０．７ポイント改
善しているが、依然として高い水準で推移している。

　　　１２款　　公　　　債　　　費

　　　１３款　　諸 　支 　出 　金

　　　予  算  現  額　　

　　　予  算  現  額　　
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　　　　（公債費の推移）

年　　度 町 債 元 金 町 債 利 子 一時借入利子 合　　　計

30 483,201 29,377 52 512,630 1.1

元 480,032 24,331 112 504,475 △ 1.6

2 472,988 20,660 38 493,686 △ 2.1

3 489,606 16,600 72 506,278 2.6

4 438,392 14,576 7 452,975 △ 10.5

　　　　（主な財政指標の推移）

年　　度 経常収支比率 財政力指数

30 97.6 0.34

元 96.7 0.34

2 98.0 0.34

3 90.0 0.33

4 89.3 0.32

伸  率

（単位：千円・％）



　　 　　結　　論

　一般会計、国民健康保険特別会計、農業集落排水事業特別会計、公共下水道事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計を通じ、

　　１　収入調定の手続きは適正に行われているか。
　　２　町税や使用料・手数料等の徴収率はどうか。特に滞納繰越分の徴収努力は充分であったか。
　　３　予算額、調定額及び前年度決算額に比べ、著しい増減の有無とその理由。また、前年度に比べ、収入率の低下はないか。
　　４　収入未済額及び不納欠損処分の事務処理は適切か。

　　１　違法、不当な支出はないか。
　　２　支出が予算の目的に合致して執行されているか。
　　３　予算の執行が効果的であるか。
　　４　事務の合理化、経費の節減に努力しているか。
　　５　補助金、交付金の支出の額及び有効性は妥当か。
　　６　計算が正確で関係帳簿及び証拠書類と一致しているか。
　　７　予算繰越の理由及び手続きは適切か。

　以上の点について審査した結果、会計事務は適正であることを認めた。
　歳入については、次の表からもわかるように、町税、国民健康保険税の収入率が減少している。新しい徴収策にも取り組んでいただき、徴収
率の向上に努められたい。また新たな滞納の発生を抑制するためにも、現年分の徴収努力を継続しつつ、滞納となった場合でも情報を早期につ
かみ、不納欠損とならないよう努めていただきたい。町営住宅使用料についても、収入率が低下している。滞納となった場合には早期に連絡を
取り、収納率の改善に努めていただきたい。その他、住宅新築資金等貸付金については、引き続き戸別徴収を続けるとともに、近隣自治体の対
応についても調査研究されたい。
　歳出については、公債費が大きく減少しているが、債務負担行為による七福団地住宅環境整備事業の負担が確定しており、多額の起債発行が
予想され、近年中に公債費が増大することは明らかである。したがって、今後の投資的事業については、緊急性等優先度を見極め慎重に検討す
ることを所望する。

　最後に、令和４年度決算については、剰余金の積立処分もなされており、これは地方交付税が多額であったことも影響にはあるが、行政改革
に基づいた予算調製及び執行の抑制努力も見てとれ、一定の評価ができる。しかしながら、依存財源中心の財政構造からの脱却は、依然として
非常に困難である。したがって、第７次行政改革を中心とした取組や、今後の公債費等の増大に備えた計画的で効果的な投資的事業の実施によ
り、持続可能な財政基盤の確立と魅力あるまちづくりを所望する。

　歳入の審査にあたっては

　歳出の審査にあたっては
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　　　 （収入率及び回収率の推移）

　　　　１　町　　　　　     税 （単位：％）

年　　度 現 年 度 分 滞納繰越分 合      計

2 97.7 19.1 92.8

3 98.5 24.1 93.7

4 98.6 10.0 93.5

※　令和２年度分は新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例
　を適用したものも調定し算出している。

　　　　２　町 営 住 宅 等 使 用 料 （単位：％）

年　　度 現 年 度 分 滞納繰越分 合      計

2 94.6 4.3 56.2

3 96.6 2.4 55.8

4 95.9 2.6 54.8

　　　　３　国 民 健 康 保 険 税 （単位：％）

年　　度 現 年 度 分 滞納繰越分 合      計

2 91.7 21.3 79.2

3 90.1 14.9 75.7

4 91.7 15.7 74.7

※　令和２年度分は新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例
　を適用したものも調定し算出している。



　 　　４　住宅新築資金等貸付金 （単位：％）

年　　度 現 年 度 分 滞納繰越分 合      計

2 0.0 1.3 1.3

3 0.0 1.3 1.3

4 0.0 0.9 0.9
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